
令和３年度

契約局総務委託物品課
総務グループ

局の予算・決算、組織・定数及び人事、広報・広聴並びに大阪府公共工事入札・契約事務連絡協議会の運営を行った。
また、入札契約事務の透明性、客観性を確保するため設置している大阪府総務部契約局競争入札審査会に関する事務を行った。

１　契約局競争入札審査会の運営

入札契約事務の透明性、客観性を確保するため、大阪府総務部契約局競争入札審査会において、大阪府が発注する建設工事、測量・建設コンサルタント等業務、委託役務及び物品調達に関する入札参加資格の審査、低入札価格調査、公正入札調査並びに公募型プロポーザル方式に係る案件の審査を行った。

　　  

	
	令和元年度
	令和２年度
	令和３年度

	件　　数
	359件（４件）
	376件（８件）
	298件（11件）


　　　　（　　）は、公募型プロポーザルの案件で内数（延べ件数）。

２　大阪府公共工事入札・契約事務連絡協議会の運営
大阪府公共工事入札・契約事務連絡協議会（大阪府、府内の全市町村（大阪市・堺市を除く）で構成）において、入札契約事務に関し研修会を開催するほか情報交換等を行っている。　

	研修会
	令和元年度
	令和２年度
	令和３年度

	回数・

参加者数
	１回　68名
	１回（Web開催）
	１回（書面開催）


企画・システムグループ
府の入札・契約制度の総合企画調整にかかる事務を行うとともに、入札及び契約事務の公正な執行を図るため、大阪府入札監視等委員会の運営を行った。
また、電子調達システムを運用するとともに、大阪府における契約事務の更なる事務改善やコスト削減についての検討を行った。

　１　大阪府市入札契約制度検討会の設置運営【企画】
　　大阪府・大阪市の入札・契約制度の相違点について整理し、さらなる府市連携を図るため、標記検討会を２回（12月、３月）実施した。

２　電子調達システムの運用等【システム】

建設工事、測量・建設コンサルタント等業務及び委託役務並びに物品調達に係る入札・契約等の事務を適正かつ効率的に実施するため、電子調達システムの維持管理及び運用管理を引き続き適切に行った。
電子調達システムの拡張（見積合せ機能追加）を行い、財務規則の改正及び職員への操作研修を経て令和３年10⽉より運用している。
電子調達システムの再構築に係る基本構想策定業務を行った。

 (1)　システムの概要

電子調達システムは、「電子申請システム」、「業者情報システム」、「電子入札システム」、「調達業務支援システム」、「システム連携機能」の５つのサブシステムで構成されている。

①　電子申請システム

インターネットを通じて入札参加資格申請を含む各種申請の受付を行い、業者情報システムに登録されている情報と連動して自動チェックを行い、入札参加資格等を登録する。

②　業者情報システム

電子申請によって登録された入札参加資格登録業者の情報を一元管理し、入札時における参加資格者情報を提供する。

③　電子入札システム（「案件情報公開システム」を含む。）

インターネットを使って、入札参加申請や入札書の提出ができ、入札状況や結果などの情報を公開する。

電子入札システムは、ＪＡＣＩＣ（一般財団法人日本建設情報総合センター）が提供している「電子入札コアシステム」をカスタマイズし導入している。
また、令和３年１０月から見積合せ機能を追加した。

④　調達業務支援システム

大阪府が発注する建設工事、測量・コンサルタント等業務、委託役務、物品などの案件の予算管理から発注計画、入札、契約、検査、支払といった一連の入札・契約業務を一元的に管理する。鉄道事業者等の協定に係る工事や単価契約による工事の施工に係る業務についても業務支援も行う。

また、入札案件だけを入力して電子入札システムにつなげる業務フローや紙代行入札等にも対応している。
令和３年１０月からは見積合せ機能を追加した。

⑤　システム連携機能

各サブシステム間の連携及び財務会計システム、行政文書管理システム、建設CALSシステム、土木積算システムや発注者支援データベース等、庁内・庁外にある外部業務システムとの連携により、一連の業務を円滑に行うことを可能とする。

(2)　システムの運用経費

	保守運用経費
	145,048,860円
	ヘルプデスク、ＳＥ作業

	機器賃借経費
	46,429,220円
	ハードウェア機器

	制度改正経費
	22,578,000円
	システム改修

	小規模改修経費
	6,572,000円
	システム改修

	システム拡張経費
(公開見積合せ機能)
	122,518,000円
	システム改修

	再構築経費
	16,742,000円
	システム企画

	その他
	7,342,629円
	役務費等

	合　　　計
	367,230,709円
	


(3)　システムに関する問合せ対応

①　ヘルプデスクでの対応状況：約２万件/年の問合せに対応

	
	H29
	H30
	R1
	R2
	R3

	事業者からの問合せ件数
	8,313
	10,339
	7,862
	9,121
	12,579

	府職員からの問合せ件数
	2,505
	2,312
	2,085
	1,974
	6,564

	合計
	10,818
	12,651
	9,947
	11,095
	19,141


　　※令和３年１０月より電子見積合せ（電子調達システム拡張）が稼働

②　ＳＥ作業等（連絡票）：約900件/年の問合せ、ＳＥ作業に対応

　　　　　主な作業内容：科目付替、データ修正、連携エラー対応等

  　　③　契約局職員によるマスタメンテ作業（令和３年９月迄）

　　　　　主な作業内容：権限変更、非常勤職員登録、フラグ処理、債権者連携の修正等

 (4)　システム改修の概要等
　①　電子調達システムのIE（Internet Explorer）以外のブラウザ対応
　　　大阪府電子調達システムは一般財団法人日本建設情報総合センター（JACIC）作成の電入札コアシステムを利用している。IE11のサポート期間が令和４年６月16日までとなっていることから、JACICでは令和３年４月にIE以外のブラウザ対応のモジュールをリリースした。大阪府カスタマイズ部分においてもGoole Chrome、Microsoft Edgeへ対応すべく電子入札システムの改修から単体試験までを実施した。（電子入札システムの結合試験以降、電子申請システム及び業者情報システムについては令和４年度に実施予定。）

②　電子調達システム拡張（公開見積合せ機能追加）（電子見積合せ）

現在契約局で運用を行っている『電子調達（電子入札）システム』に見積合せの機能を追加（システム拡張）し、「物品」で運用している『見積合せシステム』を「工事」、「委託役務」へ拡大した。令和３年１０月からの運用に向け、財務規則の改正及び職員への操作研修（全52回、732人参加）を実施した。
また、１０月以降は、事業者や職員への問合せ対応及び運用管理を適切に行った。

・通知書・内訳書事後表示機能等の追加

見積合せ結果通知書発行後、事業者に発行した各種通知書を発注者が確認できるように調達業務支援システムの改修を実施した。

また、内訳書については見積合せ時だけでなく、事後においても発注者が確認できるように電子入札、調達業務支援システムの改修を実施した。

　　③　組織改編に伴うシステム改修

・大阪都市計画局新設に伴うシステム改修

大阪都市計画局新設に伴い、部局コードの追加や受注希望業種申請の入札実績チェ　ック等ができるよう電子申請、調達業務支援システムの改修を実施した。
・都市整備部・建築部統合に伴うシステム改修

令和４年４月都市整備部・建築部統合に伴い、コードの変更や受注希望業種申請の入札実績チェック等ができるよう電子申請、調達業務支援システムの改修を実施した。
　　④　電子調達システムの再構築に向けて検討

　　　　・電子調達システムの再構築に係る基本構想策定業務

電子調達システムの再構築のため、コンサルティング事業者とともに、次期システムに備えるべき要件の定義、構築や運用のスケジュール、費用算出などを行い、電子契約システムの基本構想の策定、実現に向けた予算の要求及び調達準備を行った。

３　大阪府入札監視等委員会の運営【企画】

　　入札及び契約事務の公正化・適正化を図るため、学識経験者など第三者で構成する大阪府入札監視等委員会において、入札・契約の過程及び内容についての事後的な審査を行うとともに、入札・契約制度の改正等について審議を行った。

なお、同委員会については、大阪府附属機関条例の一部改正及び大阪府入札監視等委員会規則の制定（平成２４年１１月１日施行）に伴い、条例設置による附属機関に位置付けられることとなった。
　　　関係法令　　　公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律

大阪府附属機関条例、大阪府入札監視等委員会規則

　　　委　　員　　　10名（弁護士４名、学識経験者４名、公認会計士２名）

　　　開催実績
1 全体会議
開催回数　１回（11月）
審議内容　委員長の選出、委員長職務代理者の指名、部会の委員構成の決定及び
部会長、部会長職務代理者の指名

2 定例会議（２部会制）

　　開催回数　計４回【８月（１回）、９月（１回）、１月（２回）】

審議件数　13件（第１部会７件、第２部会６件）

　　※平成２０年度から建設工事に加え、測量・設計コンサル、委託役務、物品までに審査対象を拡大。平成２１年度から随意契約を審査対象に追加。

　　　③ 制度部会
　　　　　設置目的　大阪府の入札・契約制度の改定及び廃止に関する承認等
　　　　　開催回数　１回（２月）
　　　　　審査内容　次の事項について審査され、承認を得た。
　　　　　　・舗装道機械清掃及び雨水排水施設機械清掃業務等に係る最低制限価格の設定
について

４　施設清掃等委託業務に係る総合評価入札【企画】
　　平成15年７月に本庁舎及び門真運転免許試験場で全国に先駆けて、施設清掃に「行政の福祉化」の視点を入れ、知的障がい者の雇用等を評価項目とした総合評価入札を実施した。現在、３年間の長期継続契約により、本庁舎をはじめ18施設（府設立の地方独立行政法人が所管する８施設（大阪産業技術研究所和泉センター、大阪府立病院機構設置の５医療センター、大阪府立大学中百舌鳥キャンパス、大阪府立大学羽曳野キャンパス）を含む。）において総合評価入札を実施している。
　　（実施状況）
	令和元年度
	３施設
	泉北府民センター、三島府民センター、光明池運転免許試験場

	令和２年度
	※平成29年度に入札した12施設を実施する予定であったが、新型コロナウイルス感染症の拡大防止を踏まえ、令和３年10月履行開始として入札を延期。

	令和３年度
	15施設
	本庁舎（咲洲庁舎等含む）、府警本部庁舎、門真運転免許試験場、中河内府民センター、南河内府民センター、泉南府民センター、北河内府民センター及び府設立の地方独立行政法人が所管する８施設（産業技術研究所和泉ｾﾝﾀｰ、府立病院機構設置の５医療ｾﾝﾀｰ、府立大学中百舌鳥ｷｬﾝﾊﾟｽ、府立大学羽曳野ｷｬﾝﾊﾟｽ）


５　公募型プロポーザルの事前審査及び委員推薦【企画】
　　各部局が公募型プロポーザル方式により発注しようとする業務等において、「大阪府公募型プロポーザル方式実施基準」に基づき、協議・相談、事前審査（契約局審査会の審査※）及び選定委員会の委員の推薦（法律・会計・経営分野に限る。）を行った。

　　（※契約局審査会の審査対象は、予定価格3,000万円以上のもの。）
　　　　協議等件数　　46件（うち、契約局審査会の審査件数８件）

　　　　　　　　　　　 
６　大阪府公募型プロポーザル方式等事業者選定委員会の運営【企画】
　　大阪府公募型プロポーザル等事業者選定委員会規則第４条に基づき、委員長が同委員会の委員を指名するための会議を開催した。
　　　　開催回数　　　13回
７　大阪府建設工事総合評価等審査会の運営【企画】
建設工事、測量及び建設コンサルタントの業務等において総合評価一般競争入札を実施するにあたり、地方自治法施行令第167条の10の２第３項に規定する落札者決定基準の策定及び同条第５項に規定する落札者の決定に当たっての審査を行うため、同審査会（委員９名：大学教授や弁護士などの学識経験者で構成）の運営を行った。

また、本府独自の入札方式である実績申告型一般競争入札における実績評価基準の策定（項目及び点数の設定）について学識経験者の意見を聴けるよう、附属機関条例を改正（平成27年４月１日施行）し、同審査会の担任事務に地方自治法施行令第167条の５の２に規定する必要な資格の策定について追加するとともに、同審査会の名称を大阪府建設工事等総合評価審査会から大阪府建設工事総合評価等審査会に改めた。

【開催回数等】

	
	Ｈ26
	Ｈ27
	Ｈ28
	Ｈ29
	Ｈ30
	Ｒ１
	Ｒ２
	Ｒ３

	開催回数
	　６回
	７回
	　２回
	６回
	５回
	６回
	４回
	５回

	意見聴取件数
	67件
	107件
	63件
	112件
	148件
	107件
	108件
	103件


８　入札・契約制度改善検討委員会の運営【企画】
　　入札・契約制度の改善すべき事項を検討し、一層の適正な運用を確保するため設置している物品委託役務部会及び建設工事等部会を下記のとおり開催した。
1 物品・委託役務部会の運営

　○開催回数　３回

2 建設工事等部会の運営

○開催回数　４回

９　入札・契約制度の改善に向けた取り組み【企画】

(1) 建設工事における社会保険等の未加入対策

　　　法定福利費を適正に負担する企業による公平で健全な競争環境の構築と、建設産業の持続的な発展に必要な人材確保を図るため、平成30年４月１日以降に公告等を行う建設工事について、受注者に対して社会保険等に未加入である建設業許可業者を下請負人とすることを禁止した。併せて、社会保険等の加入に必要な法定福利費が適切に支払われているかを確認するため、請負代金内訳書に法定福利費を明示することを約定化した。
　　　また、平成30年10月１日以降に公告等を行った建設工事については、下請負人である建設業許可業者の社会保険等の加入確認ができない場合、受注者に対し入札参加停止措置及び工事成績評定の減点を実施している。　　

(2) 前払金の使途拡大に伴う特例措置の延長
　　　地方自治法施行規則の改正及び国土交通省の要請を受け、平成28年度における時限的な特例措置として、前金払の対象範囲を「現場管理費及び一般管理費等のうち当該工事の施工に要する費用」に拡大（前払金額の100分の25及び中間前払金を除く。）した。令和３年度は、国土交通省から特例措置の取扱い継続に関する要請があったため、対象期間を延長し、平成28年４月１日から令和５年３月31日までに新たに請負契約を締結する工事で、令和５年３月31日までに前払金の払出しが行われる案件とした。

(3) 公共工事設計労務単価運用に係る特例措置
技能労働者の不足等に伴う労働市場の実勢価格等が反映され、公共工事設計労務単価が引上げられたことを踏まえ、旧労務単価により予定価格を積算したものについて、新労務単価等に基づく請負代金額に変更できる特例措置を、令和４年３月に実施した。

(4) 電子入札情報メールサービスの登録促進

一層の競争性を高めるため、大阪府入札参加資格者名簿に記載されている業者（審査中を含む）を対象に平成30年２月１日から開始している大阪府電子調達システムで公告された電子入札案件の名称等をメールでお知らせするサービスについて、ホームページ（大阪府電子調達システム）への掲載や入札参加資格者への参加資格登録更新手続きのお知らせ送信の際に併せて周知を行うなど、登録の促進を行った。
 (5) 監理技術者の専任義務の緩和

　　　建設業の一部改正により、工事毎に専任配置が必要とされる監理技術者について専任義務が緩和され、複数現場の兼務が容認されることとなったことを踏まえ、建設業法第26条第３項ただし書きの規定の適用を受け複数現場を兼任する監理技術者（特例管理技術者）及び監理技術者を補佐する者（監理技術者補佐）の配置についての取扱いを定め、令和３年４月１日以降の公告分から適用した。
10　新型コロナウイルス感染症の拡大防止に係る工事等の対応【企画】

　　新型コロナウイルス感染症に係る緊急事態宣言等を踏まえ、国からの通知「新型コロナウイルス感染症に係る緊急事態宣言を踏まえた工事及び業務の対応について」等に基づき、建設工事等の取扱いについて、国と同様の取扱いとした。
　　　

資格審査グループ
　建設工事、測量・建設コンサルタント等業務及び物品・委託役務関係の入札参加資格審査申請の審査及び登録に関する事務を行った。

　また、府の調達契約から法令違反や不正行為等を行った入札参加資格者を一定期間排除するとともに、暴力団等の反社会的勢力からの不当要求（行政対象暴力）を排除する取組みを行った。

１　入札参加資格審査申請の審査及び登録

建設工事の競争入札に係る令和３・４・５年度「随時受付」の入札参加資格審査申請の審査、登録及び測量・建設コンサルタント等業務の競争入札に係る令和３・４年度「随時受付」の入札参加資格審査申請の審査、登録を行った。また、建設工事（特定調達契約）の競争入札に係る令和３・４・５年度「随時受付」の入札参加資格審査申請の審査、登録並びに、令和４年２月から３月に令和４年度経常建設共同企業体の入札参加資格審査申請の審査、登録を行った。

さらに、建物管理業務等の委託役務関係及び物品購入関係の競争入札に係る令和３年度「随時受付」及び令和４・５・６年度「定期受付」・「随時受付」の入札参加資格審査申請の審査、登録を行った。
○入札参加資格者名簿登録件数【令和４年４月１日現在】

	登録区分
	登録件数

	建設工事（令和４・５年度）
	7,341件

	測量・建設コンサルタント等業務（令和４年度）
	1,120件

	建設工事（特定調達契約） （令和４・５年度）
	271件

	経常建設共同企業体（令和４年度）
	1件

	物品・委託役務関係（令和４・５・６年度）
	7,353件


※ 経常建設共同企業体以外は、インターネットによる申請

２　建設工事競争入札参加資格審査における等級区分等

　　令和４年度の等級区分及び対象工事金額については、競争性が損なわれないよう、令和３年１月末時点の登録事業者の経営事項審査点数と、令和３年７月１日現在の経営事項審査点数を工事区分毎に比較した結果、大きな変動がないことから、令和３年度と同一の内容で実施することとした。
※ 工事の等級区分（ランク付け）について

　　登録業種のうち、土木一式工事、建築一式工事、電気工事、管工事及び舗装工事について、次の等級区分評点に応じ、３～５等級に区分している。
　　等級区分評点＝経営事項審査点数(Ｐ点)＋地元点(100点)＋福祉点(８点)＋環境点(２点又は４点)

　　（地元点、福祉点及び環境点は加算要件を満たす者で、希望する者に加算。）　
３　入札参加資格審査事務における大阪市との連携

　　建設工事、測量・建設コンサルタント等業務及び物品・委託役務関係の入札参加資格審査に関し、競争入札に参加しようとする者の負担軽減及び行政事務の簡素化・効率化を図るため、府と大阪市の申請窓口の統一化及び審査業務の集中化を平成22年６月１日から開始した。

　　なお、府市連携による事業推進を図るため、令和３年度は、市職員（延べ90人）の派遣協力を得て実施した。

　

　○ 府市の入札参加資格者の登録状況　【令和４年４月１日現在】

	登録区分
	大阪府登録件数
	大阪市登録件数
	府市重複登録率

	建設工事
	7,341
	4,095
	55.8％

	測量・建設コンサルタント等業務
	1,120
	963
	86.0％

	物品・委託役務関係業務
	7,353
	5,062
	68.8％


４　不正行為者の排除の取組み
　　大阪府入札参加停止要綱に基づき、法令違反や不正行為等を行うなど、契約の相手方として不適当と認められる入札参加資格者を一定期間排除する入札参加停止措置を行った。

　【入札参加停止措置状況】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：事業者数）

	
	令和元年度
	令和２年度
	令和３年度

	建設業法違反
	３
	１２
	４１

	談合等
	２
	０
	３

	独禁法違反
	１４
	４
	１０

	贈賄行為
	１
	１
	１

	工事事故
	８
	３
	３

	契約不履行等
	４
	７
	９

	入札心得違反等
	９
	６
	３

	法令等違反
	２７
	１０
	２３

	虚偽記載
	０
	０
	０

	経営不振
	１
	１
	１

	その他
	０
	１
	０

	計
	６９
	４５
	９４


５　暴力団等の排除の取組み
　　府の調達契約から暴力団を排除するため、大阪府暴力団排除条例（平成23年４月１日施行）及び大阪府暴力団排除条例に基づく公共工事等からの暴力団の排除に係る措置に関する規則（令和２年12月25日施行）に基づき、入札参加資格者（役員等を含む。）が暴力団員であった場合や、暴力団等と社会的に非難されるべき関係を有していると認められる入札参加資格者に対して、入札参加除外措置を行うとともに、暴力団の下請参入の防止（暴力団員等でない旨の誓約書の提出義務化により入札参加資格を有さない事業者にも対応）など公共工事等における暴力団排除の徹底を図った。
また、職員に対する行政対象暴力及び公共工事等に係る暴力団等への不当要求に対応するため、出先機関と所轄警察署等で構成する「地域連絡会」を府内８か所（７土木事務所及び大阪市内）でそれぞれ開催（計８回）予定であったが、新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、府内３か所（池田土木事務所、岸和田土木事務所及び鳳土木事務所）でそれぞれ開催し、その外５か所は中止した。
【入札参加除外措置状況】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：事業者数）
	
	令和元年度
	令和２年度
	令和３年度

	入札参加除外措置（単年）
	０
	０
	０

	　　　　　　　　（累計）
	３７
	３７
	３７

	入札参加除外措置解除・打ち切り
	５
	１４
	０

	入札参加除外措置（年度末時点）
	１５
	１
	１


委託役務グループ
１　委託役務業務関係の入札執行・契約締結
本庁各課、各出先機関等からの請求に基づき、委託役務業務関係の入札執行・契約締結を次のとおり行った。

	
	件 数
	内 訳
	備　考

	
	
	ＷＴＯ
	条件付一般競争
	

	入　札
	888件
	57件
	831件
	件数差内訳（36件）

・取止め　　　　５件　

・入札不調　　　29件

・契約不締結　　２件

	契　約
	852件
	53件
	799件
	


２　契約局競争入札審査会物品委託役務部会の運営
　　入札契約事務の透明性、客観性を確保するため、総務部契約局競争入札審査会物品委託役務部会において、委託役務、物品調達業務に係る入札参加資格の審査を行った。

	開催回数
	入札参加資格登録審査
	入札案件に係る参加資格審査

	149回
	8,105件
	1,315件


物品調達グループ
１　物品の購入・賃貸借の入札執行・契約締結
　　本庁各課、各出先機関等からの請求に基づき、物品の購入・賃貸借の入札執行・契約締結について次のとおり実施した。

	
	件 数
	内 訳
	備　考

	
	
	ＷＴＯ
	条件付一般競争
	随意契約
	

	入　札
	501
	103
	398
	―
	件数差内訳（36件）

・取止め　　29件
・入札不調　７件

	契　約
	465
	101
	364
	―
	


２　物品調達システムの管理等

　　物品調達システムの運用管理を行うとともに、各所属において適切かつ円滑に物品購入及び管理事務が行われるよう、物品事務担当者に対する指導や研修会を会計局と共同で実施した。

　　　　実施状況　　４回開催、延べ745人参加

３　用品調達基金の運用
　　本庁及び出先機関の発注依頼に基づき、庁内共通利用の事務用品等（169品目、「用品」という。）を調達した。

　　　各業者への支払いは「用品調達基金」から支払われ、発注課は納品後代金を「用品調達

基金」に振り込む。

　　　　令和３年度　用品調達額　　　479,773,461円

【主な用品の調達状況】

	用品名
	数量(個)
	金額(円)

	ＰＰＣ用紙　Ａ４
	127,217
	242,586,016

	更紙　Ｂ４
	82,258
	80,980,280

	ＰＰＣ用紙　Ａ３
	8,567
	22,308,396

	ＰＰＣ用紙　Ｂ４
	6,311
	20,401,975

	トイレットペーパー
	6,514
	17,021,082

	ＰＰＣ用紙　Ｂ５
	3,285
	5,315,976

	業務用ポリ袋　45Ｌ
	77,598
	4,806,572

	カラー付箋紙ノート
	6,238
	3,654,012

	業務用ポリ袋　90Ｌ
	21,336
	3,529,256

	フラットファイルＡ４Ｓ大緑
	385
	3,161,730


４　府市連携の取組み
　　物品調達における府市連携の取組みとして、平成21年度より災害備蓄用物品の共同調達を行っている。令和３年度においては、災害備蓄用保存食（アルファ化米等）及び災害備蓄用保存水の共同調達を行った。
事務事業実績








PAGE  
147

